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環境保全に向けた企業の自主的取組
一一化学物質管理の場合におけるその効果と限界一一
1 .はじめに
石丸 泰
増田信彦
ある環境目標を達成するための環境政策を実現する手段には，大きく分けて
直接的規制，経済的措置，自主的取組の三つがある。直接的規制は法令などに
より汚染物の排出削減や製品規制などを強制するものであり，効果が大きいと
いう利点があるが，実施するための費用や無駄が多いとされている。経済的措
置は課税，補助金，デポジット制度，排出権取引などの経済的動機を利用して
実施しようとするもので，効率的に排出削減などを実施するという利点がある
が，直接的規制より効果が小さいとされているO 自主的取組は交渉協定，情報
公開，エコラベルなどを通じて企業や消費者などの自発的取組により排出削減
などを推進しようとするもので，費用を含む全体的負担の少なさ，他の手段へ
の補完的あるいは過渡的な機能の役割，柔軟で迅速な対応の可能性，合意の得
やすさなどの長所を持つ反面，動機の欠如や実施の非拘束性からその効果に疑
問があるという短所があると言われている。
本研究は，環境保全に向けた自主的取組に関する理論的，実証的な先行研究
を整理し，日本における自主的取組の現状を把握するとともに，自主的取組の
例として，当時の通商産業省と環境庁から業界団体に提示された指針にもとづ
く「有害大気汚染物質に関する自主管理計画（以後，自主管理計画と呼ぶ）」
を取り上げ，実証的な分析を試みているO この自主管理計画は拘束力のない自
主的取組であるが，個別の汚染物質はともかく，単純加算による総排出量で見
ると， 4年間で削減率が約41%となり，総体的には非常に効果があったことが
わかる。ここでは，これらの排出量の削減に影響している要因を回帰分析で調
-101 ( 285) -
べることにより，自主管理計画の有効性や限界などを検討したものであるO ま
た，この結果から， 2 0 0 1年4月から実施されている「環境汚染物質排出移
動登録（PollutantRelease and Transfer Register）」（以後， PRTRと呼ぶ）
制度の効果について推論を行う。しかし，日本においては環境保全の自主的取
組に関する適切な情報の収集や開示が少ないために，ここで得られた結果は，
不十分な統計データから推計されたものであり，確固たるものではなL、。
2.環境保全に向けた自主的取組
( 1 ）自主的取組の位置付け
はじめに，自主的取組を他の手法とくらべた場合，その理論的，実証的な知
識や経験が非常に少ないということがし、えるO これは特に，自主的取組という
ものが，歴史的に多く使われてきた直接的規制や，理論的な研究から生まれて
きた経済的手法とは対照的に，比較的最近，政策立案者らの実践の中から生ま
れてきたことが大きく影響している（OECD1999）。
OECDによれば，自主的取組とは，企業が，その環境パフォーマンスの向上
を目指し，法的要求を超えて行う取組である（OECD1999）。その取組を以下
のように四つに分類している（Bokeyand Leveque 1998）。
・一方的公約（UnilateralCommitment）ーこれは企業や業界団体が合意に
よらないで，独自に取り組む約束である。
・民間協定（PrivateAgreement）一企業や業界団体が，それらの活動により
被害を受ける関係者と直接交渉して，環境を改善する協定を結ぶものであ
る。
・交渉協定（NegotiatedAgreement）一産業界と公的機関との交渉により実
施される取組であり，多くは産業部門と公的機関の聞で締結されるもので
ある。しかし，個別企業との合意も存在し，これは特に地域的なものに多
~ 'o 
・公共的自主プログラム（PublicVoluntary Programme）一主に公的機関が
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規準やシステムを設定し，これに企業の参加を促すというものであるO そ
の参加への選択は企業に任されている。
これらの自主的取組は，交渉協定や民間協定のように企業や業界団体が被害
関係者や公的機関と協定などにより環境改善について約束する，比較的に拘束
性のあるものと，一方的公約や公共的自主プログラムのように拘束性が少なく，
自発的に行うものの二つに大別されると考えられるo 最近では，企業が環境改
善を図ることにより，公的機関や第三者機関が認証するエコラベル， 18014001
などを取得したり，環境報告書や環境会計などで情報開示をする，後者の方が
盛んに行われるようになっているO この場合，企業は一般に環境にやさしい製
品や企業を求めるエコ・コンシューマーやエコファンドへの投資家のような人々
の認識を意識していることが動機になっている。
( 2）自主的取組の優位性
通常，自主的取組は政策当局と企業等の双方にとって，伝統的な規制的手法
にくらべると魅力的であると言われる。それは，主に環境政策の総体的な費用
を削減する可能性によるものである（Goodin1986, Baggott 1986）。
企業側からすれば，自主的な取組がすすまなければ施行されるであろう公的
規制の遵守に要するコストの回避があげられるO また同水準の環境目標を達成
する場合，どのように到達するかの決定に関し，直接的な規制にくらべると，
企業もしくは産業界に与えられる自由度が大きく，企業に目標達成の最も効率
的な方法を採用する柔軟性を与えているO そしてその柔軟性は，独創的な解決
方法や技術革新を促進し，取組コストを低減させるだけでなく，競争優位を含
んだ革新的解決手法による便益のスピンオフを引き出すことができる（CEC
1996）とされる。
政策当局側からすれば，法律の制定にかかわる費用やその執行費用（モニタ
リング費用等）を削減可能であり，その削減費用の一部は企業への移転による
ものであるO 厚生経済学からみれば，この移転は中立的であり，問題は規制当
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局が実施するより企業がより効率的 1 に実施することができるのかということ
である。この点からすれば，企業は規制当局に対して，環境負荷削減に対する
技術的知識やその効率的なモニタリングに関する情報優位性を有しており，削
減費用の移転についての効率性は肯定されよう。
また費用削減のほかに，短期の経済的便益のみならず，次のようなものも指
摘されているO まず，利害関係者からの信用の獲得であるO これには，株主や
顧客に加え，企業の存続基盤には従業員や近隣のコミュニティーも含まれるO
これらの利害関係者は企業収益に絶大な影響を及ぼすと考えられ，その利害関
係者の信用は，企業の環境パフォーマンスに必然的に関係するというものであ
るO
その他，“Voluntary”という意味の力とも考えられるが，例えば自主的に
環境取組を行う企業の従業員の環境意識の向上や，学習効果。また，産業のネッ
トワークの活用による技術的情報の普及による効果。その他，企業の自主的な
取組からこそ生まれる消費者へのPRや実際の製品販売を通じて促される消費
者の環境意識の向上等，これら“soft-effect”も自主的取組の重要な効果と考
えられる。しかし，これらの効果については，現在のところほとんど研究が進
んでおらず，今後に期待されるものとしてあげられている（OECD1999）。
交渉協定や公共的自主プログラムは，現存する規制ではカバーできない環境
政策の新しい領域への第一歩を踏み出している。特に，自主的取組は気候変動
や廃棄物のリサイクルへの対応として使われていて， 1990年初頭から見られる。
このことを考慮すると，自主的取組は，環境政策の過渡期における機能を果た
す政策と見ることができるO すなわち他の規制が実施されるまで機能するので
あるO 自主的取組はこの役割には適しており，なぜなら，ソフト効果や学習効
果を生み出すものだからであるO このことは，将来における伝統的な環境政策
手段のよりよい設計に役立つのである（OECD1999 p.134）。また，この自主的
取組の普及により，規制等の環境政策に対する社会的合意の醸成がはかられる
1 本稿では単に“効率的”といった場合，ある水準の環境汚染削減をより少ない社会的費
用で達成するという静学的な意味における効率性である
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ものと考えられる。しかし他方で，国際的・国内的な事情の変化が激しい分野
や，科学的見地の蓄積があまり見込めない分野などでは，自主的取組は直接的
規制や経済的手法に移行することなく，柔軟な政策手段として，半永久的に使
用されつづける可能性もある（杉山 2000）。
このように法制度へ移行しない場合も含めて，自主的アプローチは環境政策
の中で今後ますます重要性を増してし、く可能性を持っていると考えられる。
( 3）自主的取組への批判とその対処
一方，自主的取組にはさまざまな批判があるのも事実であるO その主となる
ものは，環境有効性への懸念であるo すなわち，どの程度意欲的な目標設定を
しているかということと，どの程度その目標に到達したかということである。
目標設定については，自主的取組にはあいまいな目標設定が多いということや，
別段の努力なしに達成可能な削減水準（business-as-usualpattern :BAU）と同
等の目標設定がなされるという批判がある（EEA1997）。これは，前述した情
報の非対称性が，自主的取組の有効性を損なう方向に影響するためと考えられ
る。
目標達成度についても定量的な目標設定や信頼のできるモニタリング，報告
義務規定が欠如していることが多く，そのインセンティブの欠知や取組の非拘
束性から，その有効性についての疑問は残る。
その他，フリーライダ一等の公平性に関する批判や，多くの主体が取組に参加
した場合の交渉費用の逓増的な面への指摘も多い。したがって，経済的に大き
な痛みを伴う野心的な環境改善目標を達成するためには，すなわちその取組か
ら得られる便益が費用を上回らない場合，自主的アプローチ以外の制度を設け
る必要がある（杉山 1999）と考えられるのは，至極当然と思われるO
しかしながら，これらの問題に対処するべく，定量的な目標設定やモニタリン
グ規定，第3者団体の参加，非遵守者への罰則規定などが提案されており，今
後の自主的取組の理論的・実証的な検討を通じ，環境政策のポリシーミックス
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の中にどのように自主的取組を活用していくことが効率的なのかという知見が
得られるものと考える。
包括すると，自主的取組の長所がその短所をしのぐかどうかは，制度的な要
素にかかっており，特に公的機関の積極性やその行動にかかっているといえる。
このことが，各国の自主的取組の普及やパフォーマンスの違いを説明できるの
である（OECD1999 p.43）。
( 4）日本における自主的取組
最近になって，欧米では環境政策の中に積極的に自主的取組を活用する事例
が多く見られるようになっているが（Bokeyand Le.reque 1998, Mazurek 1998, 
松村 1999，杉山 2000），これらは効率性の重視や既存施策の補完を目的とす
るものが多L、。
一方，日本における自主的取組の例としては，古くは企業と地方自治体もし
くは周辺住民との公害防止協定があげられる（Imura1999）。この公害防止協
定は主に，法制化への手続きの回避や，企業の操業への地域住民の理解を促進
することを目的としており（松野 2000），行政側と比較的強い関係を持つ交渉
協定（NegotiatedAgreement）と考えられる。
また，最近では，産業界の独自的な取組として，温暖化対策や廃棄物政策に
ついての経団連による自主行動宣言があるO その他，環境庁では枠組規制的手
法として位置付けているが（環境庁 2000），平成13年度より始まる「特定化学
物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（PRTR
法）や大気汚染防止法による「有害大気汚染物質に関する自主管理計画」があ
る。
また特に最近の企業等の自主的な環境取組は多様であり，環境マネージメン
トシステムの構築，そして企業の積極的な環境戦略とも密接に関連していると
考えられるが，環境報告書や環境会計等，環境情報の自主的な開示もすすんで
いるO 平成12年5月，環境庁から「環境会計システムの確立に向けて（2000
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年報告）」が発表された。いまだ確立されたものではないものの，これにより
企業の環境会計に対する取組が促進され，環境会計情報の開示が増加すること
が想定される。現在，企業や団体の環境報告書は，約200件以上を数えている 20
その中には，まだ統一的ではないものの，環境コストの開示を行っている企業
も見られるO
また，ここ数年， 18014001の取得が急激に増加し， 2001年8月現在， 5700
件を超えてだんとつの世界ーになっている 30
この社会的関心の経済的なあらわれとしては，最近日本でも企業の環境取組
が株式市場に影響することが見られるO まず，平成11年相次いで発売されたエ
コファンド、への予想以上の反響があげられるO もちろん，従来のものと比べ，
これらのファンドが出資者の利益に対し，同様の注意を払っていることが，好
評を博した重要な要素であることは認めるべきであろう。ただ，少なくとも投
資者は，同じ経済的価値であればより環境的付加価値の高いものへの選好があ
るということは言えるO 金融市場で環境費用が内部化されやすい要因として考
えられるのは，投資家は一般消費者より企業の収益というものに関心が高く，
企業の収益を損なう恐れのあるリスク，すなわち環境リスクに対して敏感であ
ることが考えられるo
これに対して消費市場で環境が内部化しづらいというのは，国立環境研究所
が平成10年に行った「地球環境問題をめぐる消費者の意識と行動が企業戦略に
及ぼす影響調査（消費者編：日独比較）」（国立環境研究所 1999）を見れば顕著
である。これによると，日本においては，環境問題に対し危機意識をもってい
るのは 9割にものぼるが，「環境保全のために製品価格が高くなっても構わな
しリと考えるのは4割強にとどまるO
このような状況のもとで，環境政策当局は，企業の自主的な環境取組の動き
を十分に把握し，かつ適切に活用するよう政策設計をすることが，効率的な環
境政策を実施していくには，重要と考えられる。
2 財団法人経済広報センター調べ
3 J A B：日本適合性認定協会調べ（http://www.jab.or.jp/)
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3.化学物質削減の自主的取組の実証分析
( 1 ）化学物質に関する環境政策の経緯
20世紀に入り人類は多くの化学物質を生産，使用するようになり，それが人々
の生、活や経済成長に役立つと共に，生産や使用から排出される化学物質により，
数え切れないほどの人や動植物の生命，健康が危険にさらされてきた。
従来，化学物質管理は，基本的に，人に対して何らかの被害が出て因果関係が
ある程度以上証明された少数の物質について，少数の専門家と行政担当者が決
めた，大気，水域，土壌などの個別の環境媒体への排出濃度を国や地方自治体
が直接的に規制し，企業等はこの規制を守るという方法によって行われてきた
（浦野 1997）。
しかしながら，現在では，工業的に製造される化学物質だけで10万を越すと
言われ，環境リスクが懸念される化学物質は発がん性，催奇形性，生殖毒性な
ど，影響が発現するまでに時間のかかる有害性を有するものも多く，規制を行
うに十分な科学的知見が集積されるのを待っていては取り返しのつかない被害
を生ずる恐れがある（中杉 1997）。
そして， トリクロロエチレン等による地下水汚染，廃棄物の焼却処理から発
生するダイオキシン類による汚染， トリアルキルスズ化合物による海洋汚染な
ど，人の健康や生態系にリスクをもたらす環境汚染が次から次へと顕在化して
いる。また内分泌撹乱物質による健康影響が懸念されるなど，化学物質がもた
らす環境リスクに対する関心はますます高くなっている。
そこで，直接的規制なと、への過渡的な機能として，あるいは柔軟で迅速な対
応として，自主的な取組が考えられている。国際的には1992年，国連環境開発
会議の「アジェンダ21」において，化学物質管理のための課題が取り上げられ，
1996年に経済協力開発機構（OECD）理事会は，加盟国に対し「環境汚染物質排
出移動登録」（PRTR: Pollutant Release and Transfer Register）の導入を勧
告し， 3年後の1999年までに結果の報告を求めた。
これに対し，日本では環境庁が1997年度からPRTRのパイロット事業を神奈
-108 ( 292) -
川県と愛知県で導入し，技術的な問題等が検証されてきた。そして「特定化学
物質の環境への排出量の把握及び管理の改善の促進に関する法律（PRTR法）」
が1999年7月に公布され 2001年4月から実施されている。このPRTR制度は，
企業が対象化学物質ごとに事業場から環境へ排出している量や廃棄物として移
動している量を把握し，その結果を行政に届出し，行政はその届出と届出対象
事業場以外からの排出量や移動量の推計結果とをあわせて，国民誰もが利用で
きるように公表するという手順から構成されているO
また，それとは別に1997年4月には改正大気汚染防止法が施行され，これに
はリスク管理や予防原則の考え方が取り込まれた。改正大気汚染防止法では，
「有害大気汚染物質に該当する可能性がある物質」として234物質からなるリス
トを示すとともに，この中から優先的に取り組むべき「優先取組物質」として22
物質を選定している。そして，法の附則9項においては，早急に抑制しなけれ
ばならないものを「指定物質」とし，ベンゼン， トリクロロエチレン，テトラク
ロロエチレンの3物質が示された。これらの指定物質については，指定物質排
出施設の指定，指定物質抑制基準の設定がなされた。
(2）先行実証研究事例
自主的取組の現状として，他の手段と比べて実証的な分析が少ないことが挙
げられるが，それでもいくつかの事例は存在するO 中でも多いのは米国環境省
が主導するTRI(住民の知る権利法にもとづき，企業の化学物質の排出・移動状
況を公開する制度）を対象とし，企業の自主的な化学物質排出削減のメカニズ
ムを分析したものである。
環境問題に自主的に取組む企業の特徴についての分析では，大企業で有害物
質の排出の多い企業，売り上げに対する広告費の割合が高い企業の取組が盛ん
であるという報告がある（Aroraet al. 1996）。また最近では，環境取組による
株価への影響を分析するものが多くなっている。株式を公開している企業の方
がそうでない企業よりも自主的な取組が活発であり（Lanoieet al. 1998），投
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資家が企業の環境取組に敏感であることが指摘されている（Siniscalcoet al. 
2000, Konar and Cohen 1997）。その他にも，企業の重要なステークホルダー
である周辺コミュニティーから受けると想定される圧力の影響について，コミュ
ニティーの平均的収入とその地域の汚染強度には負の関係があることを示して
いる（Brooks1997, Pargal et al. 1997）。また，自主的取組の実証的な先行
研究をまとめたものとしてTietenbergand Wheeler(1998）やLyonand 
Maxwell(1999）がある。
日本においては，筆者の知る限り，上記のような自主的取組に関する実証的
分析の事例は見られなL、。これもやはりデータの入手が困難であるためと考え
られる。しかし最近になって，企業の自主的な環境情報開示が活発となってい
ると同時に，行政側にも，地域的な公害防止協定以外に全国的な自主的取組を
政策として使う動きが見られ，一部には分析に使用可能なデータで入手ができ
るものも存在する。そのうちの一つに「有害大気汚染物質の自主管理計画」が
あるO これより，この自主管理計画について実証的分析を行うが，ここで使用
したデータ等は， 2 0 0 0年8月に行われた通商産業省の「化学品審議会第17
回リスク管理部会」の資料などに基づいている。
( 3）「有害大気汚染物質に関する自主管理計画」について
平成8年（ 1 9 9 6年） 5月，大気汚染防止法が改正され，有害大気汚染物
質について事業者の自主管理を促進することがひとつの柱とされた lo このた
め，当時の通商産業省と環境庁により「事業者による有害大気汚染物質の自主
管理促進のための指針」が作成され，それを事業者団体に通知し，自主管理を
促進させることとなった（以下，自主管理計画と呼ぶ）。この指針では，その
対象物質を12物質とし，平成8年度から3年間の実施期間を設け，最終目標年度
を平成1年度としている。また，報告される業界団体数は12物質（平成9年9月
1 大気汚染防止法第18条の21: （事業者の責務）事業者は，その事業活動に伴う有害大気汚
染物質の大気中への排出文は飛散の状況を把握するとともに，当該排出文は飛散を抑制
するために必要な措置を講ずるようにしなければならない
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からダイオキシン類が新たに加わり13物質）合計で76団体（平成11年度より（社）
日本航空宇宙工業会が新たに参加し77団体）である。参加団体及び報告対象物
質を付表－ 1に示す。
まず，業界内企業からの報告にもとづき，平成7年度を基準年度とし， 12物
質のうち使用している物質毎の平成1年度の大気中への目標排出量を設定した
後，その削減を行うというものであるO そして，そのチェックアンドレヴュー
を行い，法律等の制度の見直しを行う予定であるO
最終年度である平成1年度における総排出量の実績概要は，提出された77団
体の対象13物質のうち，ダイオキシン類を除く， 12物質の総排出量は，単純加
算で基準年（原則平成7年度）約6.9万トンから平成11年度4.1万トンと，総量で約
2.8万トン，削減率で41%と大幅な減少となった。これにより，これらの単純
加算した平成1年度までの削減量は，平成1年度削減目標量（平成7年度比35%
減）を2割程度超えており，物質合計の総排出量ベースにおいて， 4年間の実績
が当初目標を大きく上回る水準となっているO
自主管理計画は拘束力のない自主的取組であるが，個別の汚染物質はともか
く，総体的には非常に効果があったことがわかるO
( 4）自主管理計画分析の枠組
環境政策における主要な目標は，環境の状態、を向上させることであるO それ
ゆえ環境政策の有効性は，自主的取組の評価においても第一の規準となる。自
主的取組の場合， 2つの側面を考えることが必要である。初期の取組において
設定された環境目標（事前環境有効性）と実際に到達した程度（事後的環境有
効性）である（OECD1999）。自主的取組の目標水準は，調整段階において政
治的な圧力にさらされる一方，達成度合は，自主的取組が通常非拘束的である
ということによって弱められる。
そして，分析は上記の有効性という視点を考慮、して， 3段階に分けて行うこ
とにした。第1に自主管理計画実施前の段階，次に自主管理計画の目標設定段
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階，そして，目標達成度を含む実績の段階である。それぞれの段階で用いる有
効性の指標（分析においては被説明変数となる）とその定義については，以下
のようにした。
・実施前の段階
7年度排出防止率（7bousiritu)
－目標設定段階
7年度使用量一7年度排出量
7年度使用量
7年度排出量－1年度目標排出量 ｜ 
1年度目標排出削減率（mokuhaigenritu) I I 
7年度排出量 I 
7年度使用量一1年度目標排出量
1年度目標排出防止率（mokubousiritu) / 
7年度使用量
－実績の段階
11年度目標達成率（11tasseiritu) 
7年度排出量－11年度排出量
7年度排出量－11年度目標排出量
11年度排出削減率（1lhaigenritu) 
7年度排出量一11年度排出量
7年度排出量
11年度排出防止率（llbousiritu)
7年度使用量－11年度排出量
7年度使用量
11年度使用削減率（1lsiyougenri tu) 
7年度使用量一11年度使用量
7年度使用量
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これらの指標の関係を、数値例を用い図式化してみると、次のようになるO
平成7年度 平成1年度
??
? ?
?
?
? ?
?
? ＝?? 、 ． ， ， ．?? 。…
?
?
?? ?
?? ??
?
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?
?
?
… ??．
? 』
?』 、 、 ． ，
?
?
?
?
??
??
?
?， ， 、
?
??
?
? ー ?
?
?
?
， ， ． 、
??…?
?
』 ?
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??＝?）?
??
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
…
? ， ．， ． ? 、
図－ 1 指標の関係の図式化
ここでは，これらの指標がどのような要因によって影響されているかを回帰
分析により検証するものであるO 被説明変数として削減量などの絶対値ではな
く，指標を使ったのは，絶対値では業界間でのばらつきが非常に大きくなり，
統計的に良い結果が得られないからである。分析で説明変数に用いるデータは，
基本的には業界または業種ごとのものを使うが，企業の環境取組の意思決定主
体は，業界ではなく個別企業であると考え，できるだけ個々の企業を代表する
データに直し用いることとした。説明変数としては，
• 7年度使用量／社（7siyou)
• 7年度排出量／社（7haisyutu)
• 7年度排出防止率（7bousi)
• 11年度使用量／社（llsiyou)
• 11年度排出量／社（llhaisyutu)
・業界内の取組対象企業の数（kigyousuu)
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・研究開発費／生産高（kenkyuu)
．広告費／生産高（koukoku)
・家計消費／生産高（kakei)
．営業余剰／生産高（yojou)
・企業規模（報告対象事業所の平均従業員数）（kibo)
．業界内企業の環境報告書の発行率（houkoku)
・官需要／生産高（kanju)
・輸出高／生産高（yusyutu)
・生産額の増減（平成7年度から11年度）（llzougen)
を考えた。これらのデータは，自主管理計画に関するデータについては通産
省リスク管理部会の資料，企業規模については工業統計（平成8年：通産省），
生産額の増減については工業統計（通産省）及び生産動態統計（通産省），その他
各業界団体からの資料， リスク管理部会資料から引用。環境報告書の発行率に
ついては日本経済新聞社「環境経営度調査」（1999）と（財）経済広報センターの
資料をもとにした。その他のデータは産業連関表（平成7年度）をもとにした。
その際，それぞれのデータの収集・集計方法の違いなどから，使用したデータ
は整合性において不充分なところがある。
ここで，今回使用したデータの特徴についてまとめておく。変数として使用
される目標設定値や実際の化学物質の排出量や使用量は，通産省リスク管理部
会の自主管理計画の報告書から採用したもので，数値は業界ごとに取りまとめ
られたものである。しかし，その他の変数に予定しているデータについては，
業界団体ごとに取りまとめられたものが存在しなし、。そこで，厳密には同じで
はないが，その業界団体を統計的データの存在する業種分類に当てはめ，また，
可能であれば当該化学物質を使用または排出しているより詳細な業種分類をヒ
アリング調査し，それらの統計データを代替として用いることにした。具体的
には，日本標準産業分類細分類や産業連関表基本分類である。業界と業種分類
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をまとめたものを付表－ 2に示す。
また，ここでは，報告対象物質のうち比較的にその用途（金属類の脱脂洗浄
等）が類似しており，自主管理計画に参加した業界のうち，その物質を使用し
ている業界の数が多いジクロロメタン（以下DCMの記述有り），テトラクロロ
エチレン（同PCE), トリクロロエチレン（同TCE）の 3物質について個別に分析
した。これらの3物質は，横浜国立大学環境安全研究室・エコケミストリー研
究会（浦野 2001）によると，人に対する吸入長期毒性は“Dランク”，発が
ん性は“Bランク”となっており，大気汚染による人へのリスクを考える場合
には同程度のハザードと考えられるO
使用したデータの一覧を付表－ 3に示す。
本分析では有効性の指標へ影響を与える説明変数として主として対象化学物
質の使用量／社を用いた。状況によっては，環境負荷へのより明確な関係を表
す排出量／社を用いる方が良いと考えられるが，以下の理由により使用量を用
いることとした。第 1に今回の分析対象とした物質はVOC（揮発性のある有機
化合物）であり，何も削減努力がなされなければ使用量＝排出量となる性質
を持っているO 第2に，企業にとって当該物質の削減に取り組むかどうかの判
断は，大気への排出量だけでなく，その他のリスク，例えば化学物質による土
壌汚染等への対応も重要な判断要素となっているため，潜在的に企業のリスク
を高めるのは，当該化学物質の使用量の多さであると考えられる。最後に，実
際の分析では排出量も説明変数として使ってみたが，使用量を説明変数とする
モデルの方がより説明力，有意性ともに良好な結果を得られた。
( 5）自主管理計画の分析結果
表－ 1は3種類の対象物質毎及びそれら全体のデータ特性をまとめたもので
ある。ここで全データというのは， 3種類の物質を単純合計したもののデータ
特性を表す。
まず，物質そのものに起因する違いについてであるが，ジクロロメタンの削
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減が比較的遅れていることがわかる。テトラクロロエチレン， トリクロロエチ
レンでは 7年度排出防止率が中央値で37.7%,27.9%なのに対し，ジクロロメ
タンでは18.9%である。これは，ジクロロメタンの沸点が約40°Cと低く（浦野
2001），その排出防止が比較的難しいことと，やはりそのことに関連している
と考えられるが，大気汚染防止法においてジクロロメタンのみ排出抑制基準の
設定がされていないことが挙げられる。
次に，それぞれの物質を使用している業界内企業の特徴についての差異であ
るが，あまり顕著な違いは見られないものの，それぞれの物質を使用している
業界内の平均的な事業所規模に差が見られる。具体的には，事業所の従業員数
について，テトラクロロエチレンで954人， トリクロロエチレン，ジクロロメ
タンでそれぞれ741人， 593人となっていて，テトラクロロエチレンを使用して
いる業種に比較的規模の大きい事業所が多いことがわかる。また，事業所の規
模が大きいことも影響していると考えられるが，テトラクロロエチレンを使用
する業界内の企業の 8%が，環境報告書を年1回以上発行しており， トリクロ
ロエチレン，ジクロロメタンの 4%, 5%に比べると多いことがわかる。
また，研究開発費／生産高については中央値でトリクロロエチレンが0.9%な
のに対してジクロロメタン，テトラクロロエチレンではそれぞれ2.2%, 1.9% 
であり， トリクロロエチレンを使用する業界内で・の研究開発への投入が相対的
に少なくなっている。
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表－ 1 各対象物質毎のデータ特性
全データ ジクロロメタン（DCM) テトラクロロエチレン（PCE) 卜リクロロエチレン（TCE)
変数 平均値 中央値 標準幅差 平均値 中央値 標準編差 平均値 中央値 標準幅差 平均値 中央値 標準幅差
7年度使用量／社（t)105.91 17.0 247.2 84.3 38.20 120.27 128.67 12.50 347.97 12.70 2.60 274.6 
7年度排出量／社（t) 41.1 13.63 68.4 61.21 29.89 93.97 26.67 6.78 47.16 30.40 1.62 43.54 
7年度排出防止率 0.2939 0.2596 0.2726 0.2139 0.1894 0.2092 0.3765 0.297 0.2980 0.3203 0.2789 0.3024 
目標排出量／社（t) 28.81 8.70 53.64 45.40 15.42 7.13 16.27 4.19 28.06 20.37 7.13 30.93 
1年度使用量／社（t) 74.19 10.85 193.3 71.43 14.20 13.16 92.05 4.75 274.28 65.35 9.24 191.67 
1年度排出量／社（t) 29.56 9.0 71.81 54.94 1.15 10.31 12.54 2.30 21.61 15.25 5.75 23.65 
1年度排出防止率 0.5934 0.5954 0.379 0.4204 0.4570 0.3596 0.7564 0.845 0.262 0.605 0.6707 0.2920 
7年度対象企業数 23.89 8.0 4.95 28.45 6.0 57.39 1.0 9.0 8.54 27.70 7.0 45.15 
研究開発／生産高 0.0215 0.0193 0.0174 0.024 0.0215 0.0167 0.0232 0.0193 。目01930.0194 0.091 0.0175 
広告費／生産高 0.062 0.030 0.0108 0.073 0.032 0.0124 0.03 0.028 0.023 0.071 0.03 0.0125 
家計消費／生産高 0.101 0.009 0.190 0.152 0.061 0.2702 0.0474 0.009 0.1073 0.0848 0.0149 58
営業余剰／生産高 0.0628 0.0602 0.0342 0.0648 0.063 0.0350 0.0629 0.0602 0.0380 0.0607 0.0539 0.324 
官需要／生産高 0.0369 0.092 0.0454 0.0245 0.087 0.0360 0.0395 0.0462 .041 0.0475 0.025 0.0541 
輸出／生産高 0.1264 0.12 0.109 0.1206 0.1097 0.1087 0.1469 0.184 0.1025 0.189 0.12 0.0951 
事業所規模（人） 737.3 50.0 583.7 593.0 50.0 421.4 954.2 750.0 702.2 740.7 50.0 623.9 
1年生産額の増減率 -0.0415 -0.0428 0.1624 -0.0258 0.0126 0.1950 -0.034 0.0167 0.1649 -0.0623 -0.0751 0.1273 
環境報告書発行率 0.052 0.0180 0.1264 0.0516 0.090 0.124 0.075 0.0196 0.1470 0.044 0.00 0.1210 
表－2 7年度排出防止率分析
7siyou kenkyuu yojou kibo koukoku kakei yusyutu Rz 
7bousiritu 0.00051 0.00017林＊ 1.89** 
0.615 (DCM) (1.62) (3.06) (4.2) 
7bousiritu 0.00036*** 4.839*** 0.00011 * 
0.679 (PCE) (4.85) (3.79) (1.8) 
7bousiritu 0.00055** 10.762*** 0. 7616** -1.23* 
0.683 (TCE) (10.61) (5.08) (2.25) （・2.15)
1）括弧内は t値： Whiteの共分散行列を用い推定した（Greene1997）。
2) ＊＊＊は1%有意水準，＊＊は5%有意水準，＊は10%有意水準
3) 7bousiritu: 7年度排出防止率， 7siyou:7年度使用量／社， kenkyuu：研究開発費／生産高，
yojou：営業余剰／生産高， kibo：事業所規模， koukoku：広告費／生産高， kakei：家計消費／
生産高， yusyutu：輸出額／生産高
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①自主管理計画実施前分析
自主管理計画以前の各業界内企業の化学物質排出削減についての取組を分析
したところ，表－ 2のようになった。
結果を見ると，排出抑制基準のないジクロロメタンは別にして， 7年度使用
量が多いほど7年度排出防止率が高くなっているようであり，他の説明変数の
影響は物質により異なっているO ここでは， 7年度排出防止率を被説明変数と
して使ったが，以下の分析では，この 7年度排出防止率を過去に決定された変
数として，説明変数に用いることとする。
②目標設定分析
まず，目標とする排出削減率，すなわち7年度排出量に対して，最終日年度
までに何%ほどの削減を目標とするかという意欲性について分析してみるO
推計結果は表一3のようになった円
表－3 目標排出削減率分析
7siyou yojou kibo houkoku R2 
mokuhaigenri tu(DCM) 
-0.0075帥 -2.753* 
(-2.30) (-1.8) Q.186 
mokuhaigenritu(PCE) 0.0021 * 0.6709* 
(2.0) (2.5) 0.428 
mokuhaigenritu(TCE) 0.0025* 0.579* 
(2.87) (2.2) 0.351 
1）括弧内は t値：Whiteの共分散行列を用い推定した（Greene197)0 
2) ＊＊＊は1%有意水準，＊＊は5%有意水準，＊は10%有意水準
3) mokuhaigenritu：目標排出削減率， 7siyou:7年度使用量／社， yojou：営業余剰／生産高，
kibo：事業所規模， houkoku：環境報告書発行率， yusyutu：輸出額／生産高
結果を見ると，ジクロロメタンでは決定係数が低く有意性はないが，他の2
物質では環境
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表－4 目標排出防止率分析
7bousi 7siyou kibo 
mokubousiritu(DCM) 
0.896** -0.0051* 
(4.81) （・2.37)
mokubousiritu(PCE) 
0.4717** 9.964 
(4.39) (1.64) 
mokubousiritu(TCE) 
0.6171** 0.0018* 
(8.70) (2必）
1）弧内は t値： Whiteの共分散行列を用い推定した（Greene1997）。
2）料は1%有意水準，＊＊は5%有意水準，＊は10%有意水準
houkoku R2 
0.502 
0.6312** 
0.709 (4.91) 
0.632** 
0.626 (3.16) 
3) mokubousiritu：目標防止率， 7bousi:7年度防止準， 7siyou:7年度使用量／社， kibo：事
業所規模， houkoku：環境報告書発行率
報告書の発行率が高いところや事業所の規模が大きいところが目標排出削減
率を高くしているようであるO
次に，目標とする排出防止率についてみると，その推計結果は表－4のよう
になった。
結果を見ると，さきの目標排出削減率分析と比較的同様な考察が可能であるO
異なるところは，どの物質のモデルにも7年度排出防止率の変数が入っている
ことである。これは， 7年度排出量を少なくしている業種（すなわち，その平
均的企業）が11年度目標排出量を少なく設定していることを意味し， 7年度ま
でに実績として既に排出量を少なくしているところが11年度目標排出量を少な
くしやすいためと考えられる。あるいは， 7年度までの環境取組が積極的であ
ればあるほど，その後においても積極的に環境負荷削減を行う意思決定をして
いるためかもしれない。また，環境報告書の発行率が高いところが，目標排出
削減率の場合と同様に，目標排出防止率を高く（すなわち，目標排出量を低く）
設定する傾向があることがわかる。
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③自主管理計画実績分析
今回，分析対象としている自主管理計画は，平成11年度を最終年度としてい
るので， 11年度の実績を分析することにより，自主的に環境対応を行う業種
（従って，その平均的企業）の特徴等を明らかにすることを試みる。
ここでは，ジクロロメタン，テトラクロロエチレン， トリクロロエチレンの
物質毎の違いを把握しながら分析を進めるために， 11年度の目標達成率，排出
削減率，排出防止率，及び使用削減率のそれぞれの推定結果を物質ごとに表に
まとめてみる。
11年度の使用削減率は，その排出削減の方法について理解を深めるためのも
のである。排出削減には2通りの方法があり， lつは排出される部分での物質
の捕捉によるものであるO いわゆるエンドオブパイプ的な方法であり，今回は
この中に物質のリサイクルやクローズド化のシステム構築も含めることにする。
もうひとつはより根本的な解決手法と考えられるが，物質の使用の削減や廃止
によるものであるO この場合A物質を廃止し， B物質への代替をはかることが
多く，実はそのB物質の使用による社会的費用の増大も考慮に入れる必要があ
るO しかし今回の分析ではこれを考慮せず行うこととした。
ジクロロメタンの推定結果を表－ 5に，テトラクロロエチレンの結果を表－
6に，そして， トリクロロエチレンの結果を表－ 7に示す。
表－ 5 ジクロロメタンの推定結果
7bousi 7siyou kibo houkoku llzougen R1 
1 tasseiritu(DCM) 
4.346本＊＊ -5.079** 
0.472 (4.36) (-2.92) 
1 lhaigenritu(DCM) 
1.09** -0.013** 0ー.0036* 1.13* 
0.294 (4.23) (-4.32) (-2.5) (2.78) 
llbousiritu(DCM) 
1.363** ”0.0098** -0.002* 0.8637** 
0.470 (60.5) (-4.43) (-2.20) (3.06) 
1 lsiyougenri tu(DCM) 
1.264** -0.0109* 
0.237 (4.10) (-2.8) 
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表－6 テ卜ラクロロエチレンの推定結果
7bousi 7siyou kenkyuu kibo koukoku houkoku yusyutu R2 
ltaseiritu -0.01＊料 364.6** 2.878* -10.80** 0.489 (PCE) (-3.98) (4.3) (3.06) （・4.91)
lhaigenritu 10.6* 2.625** 司5.160** 0.627 (PCE) (3.23) (9.75) (-9.45) 
lbousiritu 0.2653* 8.694紳＊ 1.580** -3.071** 0.483 (PCE) (1.91) (3.40) (8.10) (-8.16) 
lsiyougenritu -0.005＊料 14.30附 2.738** -5.57** 
0.717 (PCE) (-10.2) (5.37) (12.5) (-1.1) 
表－ 7 トリクロロエチレンの推定結果
7bousi 7siyou kenkyuu kibo houkoku yusyutu zougen zougen2 Rz 
ltaseiritu -0.032柿＊ 16.37判事 89. 78＊材 0.864 (TCE) (-7.1) (8.79) (8.36) 
lhaigenritu 5.53* 0.0024料＊ 0.95柿＊ -1.635* 0.419 (TCE) (1.83) (3.54) (3.16) （・2.50)
lbousiritu 0.6956** 0.0019料ホ 1.059削 -1.03* 0.741 (TCE) (8.52) (3.73) (5.58) (-2.24) 
lsiyougenritu -0.004紳＊ 0.002林＊ 0.947** -0.9241 1.515榊 5.17** 0.55 (TCE) （・6.38) (3.82) (3.70) （・1.60) (6.34) (5.51) 
l）括弧内は t値： Whiteの共分散行列を用い推定した（Greene1997）。
2) ＊＊＊は1%有意水準，＊＊は5%有意水準，＊は10%有意水準
3) 1 tasseiritu: 1 1年度目標達成率， 1haigenritu: l 1年度排出削減率， ll bousiritu: 1年
度排出防止率， 1lsiyougenritu: 1年度使用削減率， 7bousi:7年度排出防止率， 7siyou:
7年度使用量／社， kibo：事業所規模， houkoku：環境報告書発行率， llzougen: 11年
度生産額増減， kenkyuu：研究開発費／生産高， koukoku：広告費／生産高， yusyutu：輸
出額／生産高
これらの結果を見ると，物質ごとに関連の強~＼変数が異なることがわかるO
これはまた，その物質の特徴を表しているとも考えられる。
まず，概して全体的にいえることは， 7年度排出防止率，あるいは環境報告
書の発行率が高い場合に，多くの指標が大きくなり，また 7年度使用量，ある
いは輸出比率が大きい場合に，多くの指標が小さくなる傾向があることがわか
る。
-121 ( 305）ー
7年度排出防止率との関係は，実施計画以前の取組が高かった業種（従ってそ
の平均的企業）が，結果的に計画実施中もその取組を維持していることを示し
目標設定においてもそうであったが，環境報ているように思われる。そして，
すなわち物質の排出量告書の発行率が高い業種において多くの指標が大きく，
自主的な環境情報開示がその積極的な環境取組や使用量が少なくなっていて，
7年度使用量が多かった業種においと密接な関係があることがわかる。また，
て使用削減率が小さくなっていて，使用の削減がなかなか困難なことを示して
いるようである。その他に，特にテトラクロロエチレンにおいては研究開発費
比率が高い業種で指標が高くなっていて，排出量や使用量の削減と研究開発が
関連していることがわかる。
ジクロロメタンを除いて，輸出比率が高い業種ほど各種指標が小さくまた，
一般に輸出を多く行っている企業は， 18014001の取得に見られるようなり，
ここでは否定的な面があるに，環境取組に積極的であると考えられているが，
ことを示している。
一つの興味深い結果として，生産額変化の影響が挙げられる。テト最後に，
ジクロロメタンではラクロロエチレンでは有意な変数として現れていないが，
トリクロロエチレンでは目標達成率や使用削減率に生目標達成率に負の影響，
産額変化とその 2乗が共に正の影響を与えているように見える。
一般的には生産量増加は排出
????????｝
量を増やすと考えられているO
ジクロロメタンの結すなわち，
自主管理計画実施果のように，
中に生産量が増加することによ
り，当該物質の削減目標を達成
これにすることが困難となる。
＋ 生産額の変化
生産額増減による影響
。
図－ 2
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トリクロロエチレンでは
生産額が減少すれば削減レベル
対し，
も向上するが，逆に生産額が増加しても削減レベルが上昇するという図－ 2に
示すような結果を得られた。
ちなみに，使用削減量（1lsiyougenryou）をおiyou- 1 lsiyouとしてデー
タを分析してみると，テトラクロロエチレン， トリクロロエチレンにおいて以
下のような結果を得られた。
7siyou llzougen llzougen2 R2 
1 lsiyougenryou(TCE) 
0.24** 386.7** 1823.6** 
0.968 (16.5) (7.92) (5.71) 
1 lsiyougenryou(PCE) 
0.1919** 130.0** 465.9＊紳
0.981 (38.6) (5.87) (5.87) 
I）括弧内は t値： Whiteの共分散行列を用い推定した（Greene1997）。
2) ＊＊＊は1%有意水準
3) l lsiyougenryou: I 1年度使用削減量／社， 7siyou:7年度使用量／社， llzougen:l l年度生
差額の増減
この理由としては，第1に，生産額が増加しているため新規の設備を導入す
ることが比較的容易であり，新規設備は技術的向上のため化学物質の排出や使
用を低減できる可能性が高いことがあげられるO
では，なぜジクロロメタンではこのような関係が成り立たなかったのであろ
う。実はジクロロメタンにおいても生産額が増加している業界において，削減
が進んでいるところも見受けられる。しかしながら，前述のように，ジクロロ
メタンは費用的にも排出基準の点からも，企業が率先して削減を行う化学物質
としては位置付けられていないと考えられるO
こうしてみると，生産額の増加は，物質毎の違いはあるものの，自主的で効
率的な化学物質の削減という観点からのみ見た場合には，肯定的な捉え方も可
能となることが指摘できる。
4 PRT R制度への推論とまとめ
ここまで有害大気汚染物質に関する自主管理計画について分析してきたが，
それから得られた結果から 20 0 1年4月から実施されている PRT R制度の
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効果についてある程度の推論が可能なように思われるO
( 1 ）自主管理計画とPRTR制度の相違
自主管理計画とPRTR制度は，共に環境汚染をもたらす化学物質の排出削減
を目的とした自主的取組であるが，その内容や方法などにおいていくつかの違
いがある。
まず，自主管理計画は対象が大気汚染物質に限定されているが， PRTR制度
は大気，水域，土壌など，すべての環境媒体への汚染物質を対象としているO
次に，自主管理計画の場合，行政は事業者団体を通じて各業界の対象物質の使
用量，排出量，目標排出量などを報告させているが，個々の事業者の数値はわ
からなL、。それに対して， PRTR制度の場合，法律により行政は事業者に対象
物質の排出量・移動量を届出させ，国民が開示請求すれば，個別事業所データ
を開示することになっている。このことが， PRTR制度では個別事業所（ある
いは事業者）の持つ地域，規模，経営状況などの属性と排出量・移動量の関係
など，格段に広範囲で詳細な分析を可能にすると思われる。
( 2）有害大気汚染物質の自主管理計画と PRT R制度の効果の違い
自主管理計画では個別企業の汚染物質の排出量などは情報公開されていない
ので，社会的な削減圧力がほとんど無く，その圧力は行政からのものが主とな
る。それに対して， PRTR制度においてはNGOや消費者，周辺住民等が個々
の事業所の排出量などを知ることができるので，汚染物質の排出削減に向けた
社会的な圧力が大きくなると考えられる。しかし，事業所の個別データについ
ては，請求にもとづき有償で国から提供される仕組みになっており，これらの
社会的圧力にも費用が必要になってくると考えられる。これらの圧力は，非常
に多様な手法をとると考えられ，ここでは費用としては組み入れないこととし
fこO
これより，自主管理計画とPRT R制度の効果の違いを説明するために，図ー
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自主管理計画では個々3のように簡単化したモデルを使うことにする。その際，
の事業者の排出量がわからないので，行政などによる限界削減圧力（の費用）
PRT R制度では個々の事業者の排出量がわかるので，は一定とする。また，
社会的な限界削減圧力（費用）は自主管理計画の場合より大きくなるとともに，
限界削減圧力は減少すると仮定するO削減量が増えて，排出量が減少すると，
また，事業者が負担する排出量削減の限界削減費用は削減量が増えると，増加
するものとする。
事業者がこれら二つの費用の和を最小化しようとすると，図で示されるよう
にPRTRにおける化学物質の削減量Bが自主管理計画における削減量Aより，
大きくなるO
企業が負担する限界排出削減費用
自主管理計両における限界削減圧力
??????????
削減レベル
PRTRと自主管理計画の比較図－ 3
自主的な環境取組は，環境情報開示により社会的削減圧力が高ますなわち，
したがっり，企業の環境負荷削減がすすむことを期待できることがわかった。
大幅な汚染物質の排出量削減が行われたて，拘束力のない自主管理計画でも，
のであるから，情報開示による社会的圧力を受けるPRTR制度ではもっと削減
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努力をすることが推論されるO
今回の実証分析では環境報告書の発行率が，調査対象にした三つの汚染物質
のいずれにおいても排出削減率，排出防止率など高めることを示していた。環
境報告書の発行は自主的である一方， PRTR制度では，企業の情報開示は強制
的であるという違いがあるが，環境報告書というものは，企業の環境情報開示
の一手段であり， PRTR制度における情報開示と接点を持っているので，前述
の推論をサポートするものと考えられるO
( 3）先進的環境取組のメリット
企業にとって汚染物質の排出量削減は，単に社会的な削減圧力を受けるため
に行うという消極的な面と，先進的な環境取組を行うことにより，一部の企業
のみが享受できる何らかの利益があるという積極的な面があると考えられる。
これは，例えば，省資源化を達成することにより持続的な経営を可能とする利
益であったり，消費者の環境意識の向上に伴う製品差別化による利益であった
費用 c 
排出削減費用
A 
D 排出削減レベル
E 
便益
図－ 4 削減便益を考慮した場合の排出削減費用
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り，また，その企業のイメージアップや直接金融からの資金の流れを円滑にす
ることによる利益もあるであろう。
これを説明するためには，先に提示したPRTRモデルにおける環境負荷削減
に要する企業の費用関数の再検討が必要となってくる。ここでは，簡単化して
図－ 4を使用する。排出削減に要する費用を線分ABCとすると，これはあく
まで普通の企業が様々な削減レベルに対して負担する費用を想定したものであ
るO 次に，先進的な環境取組をする企業が大きく排出量を削減する場合の便益
を線分DEとすると，実質的にその企業が負担する費用は線分ABFのようにな
る。すなわち，相対的に環境取組の高い企業のみが，その削減の高さに応じて，
総体的な環境コストを下げることができるのである。
ここで，図－3に示した社会的削減庄力の費用を導入すると，化学物質の排
出削減に要する企業の総体的費用は，（削減費用－削減便益）＋社会的削減圧力
で，図－ 5のようになる。すると，排出削減費用が低いところがAとBの2箇
所に分かれることが示される。
費
B 
環境負荷の排出削減による使
議が得られていない状態での
企業の費用最小化削減レベル
削減レベル A 
???? ??「??
?
? ?
?????????
図－ 5企業の化学物質削減に関する総体的費用
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このことは，環境取組に対して積極的な企業とそうでない企業に二分される
可能性を示している。
(4）まとめ
今回の分析では，有害大気汚染物質の自主管理計画を対象として，主にその
目標設定の意欲や目標達成を含む実績について，回帰分析を用いて考察を試み
7こO
全体的に，環境報告書を多く発行している業種（その平均的企業）の方が削
減に意欲的であること， したがって，環境情報の開示が事業者の削減努力を進
める可能性が高いと考えられるO また，概して，環境負荷削減に取り組む業種
とそうでない業種との間で，差が開く傾向が読み取れるO このことは，環境報
告書の発行率と排出削減率などとの正の関係を考慮すると，意欲的なところの
環境取組のインセンティブは，経営上の戦略的なものであると思われるO
他方で， ζれらのことは，自主的取組においては，環境取組に積極的な企業
とそうでない企業で，削減レベルに差ができることになり，拘束力のない自主
的取組の限界を示すことにもなっている。
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付表ー 1 参加業界団体及び報告物質
団 体 名 7？トリ9ルEニ7 セデEト? ル塩モ化／ピ？ニ” ？申ルロムロ9:! ベンゼン
け割艦m社臨［動4団側法脈倒明人H齢j~日合2副本総脚M化〓1tm本学a騎悦工工，紅部工業~.概刻総町協R刷M目会救器費L制護（齢工：総6櫛縦銅撤団紅崎体雌組会） 込)l, 。。。。。。
石油連盟
社ス協団法会人，普日通本鋼鉄電鋼炉連工盟業，会社団法人日本コーク 。
社団法人日本ガス協会 。
社団法人日本自動車工業会 。
社団法人自動車部品工業会 。
日本鉱業協会
全国鍍金鉱業組合連合会
線材製品協会
全国鉛錫加工団体協議会
社団法人日本アルミニウム協会
社団法人新金属協会
日本伸銅協会
銅箔工業会
軽金属製品協会
社団法人日本電線工業会
社団法人日本表面処理機材工業会
社団法人日本産業機械工業会
日本金属熱処理協会
日本紡績協会
社団法人日本染色協会
日本毛~理協会，日本繊維染色連合会
日本繊維板工業会
硝子繊維協会
日本光学硝子工業会
日本製紙連合会
日本靴工業会 。 。
社団法人日本印刷産業連合会
全国楽器協会
日本金属洋食器工業組合
日本金属ハウスウェアー工業組合
日本ゴム履物協会
社団法人臼本釣用品工業会
社団法人日本スポー ツ用品工業協会
社子機団械法人工人業電日会本子，電工社気業団振工法興業人協会日，会本通，事社信務機団機械法械人工業日業本会会電， 
社団法人日本航空宇宙工業会
注I)物質数は，二硫化主ニッケルと硫酸ニッケルをl物質とし，合計12物質としている。
注2）業界団体数は，化学工業会もl団体として， 7団体としている。
出所）通商産業省「化学品審議会第17岡リスク管理部会（平成12年8月）」資料
lロ，Lエ5タ7ンロ
。
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付表－ 2 業種分類一覧表
自主管理計画報告業界団体 日本標準産業分類 産業連関表基本分類
1463 毛織物機械染色整理業
日本毛整理協会，日本繊維 1466 線状繊維・糸染色整理業 1 5 1 4 0 1 染色整理染色連合会 1467(-－部） ニット・レース染色整理業
1468（一部） 繊維雑品染色整理業
193（小分類） 印刷業
社団法人日本印刷産業連 194（小分類） 製版業 1 9 1 1 -0 2 印刷・製版・製本Iロhぷ-1ζ• 195（小分類） 製本業、印刷物加工業
199（小分類） 印刷関連サービス業
日本化学工業会 2032 脂肪族系中間物製造業 2032-01 脂肪族中間物
2033 メタン誘導品製造業 2039-01 メタン誘導品
日本ゴム履物協会 232（小分類） ゴム製・プラスチック製履物 2 3 1 9 0 1 ゴム製履物
2319 02 プラスチック製履物
日本靴工業会 2441 革製履物製造業 2 4 1 1 -0 1 革製履物
日本光学硝子工業会 2513 ガラス製加工素材製造業 2 5 1 9 0 9 その他のガラス製品
硝子繊維協会 2517 ガラス繊維・同製品製造業 2 5 1 2 -0 1 ガラス繊維・同製品
社団法人日本鉄鋼連盟 2621 電気炉銑製造業 2 6 1 1 0 4 粗鋼（電気炉）
2641 熱問圧延業 2 6 2 1 -0 1 熱問圧延鋼材
線材製品協会 2648 ｛中線業 2 6 2 3 0 1 冷間仕上鋼材2879 その他の金属線製品製造業 2899 09 その他の金属性品
全国鉛錫加工団体協議会 2721 鉛第2次精錬・精製業 2 7 1 1 -0 2 鉛・亜鉛（合再生）
日本｛申銅協会 2731 伸銅品製造業 2 7 2 2 0 1 伸銅品
出費払日本アルミニウム協会 2733 アルミニウム・同金属圧延業 2722-02 アルミ圧延製品
社団法人日本電線工業会 2741 電線・ケー ブル製造業 2 7 2 1 -0 1 篭線・ケーブル
社団法人新金属協会 2791 核燃料製造業 2722 04 核燃料
2799 他に分類されない非鉄金属製造業 2722-09 その他の非鉄金属製品
日本金属洋食器工業組合 2821 洋食器製造業 2899-09 その他の金属製品
軽金属製品協会 2851 1Jレiニウム・同金属プレス製品製造業 2899-09 その他の金属製品
日本金属ハウスウェアー 工業組合 2852 金属プレス製品製造業（アルミ除く） 2899-09 その他の金属製品
全国鍍金鉱業組合連合会 2864 電気メッキ業 2899 09 その他の金属製品
日本金属熱処理協会 2865 金属熱処理業 2899 09 その他の金属製品
2911 ボイラ製造業 3 0 1 -0 1 ボイラ
2931 建設機械・鉱山機械製造業 3 0 2 1 0 1 鉱山・土木建設機械
2942 金属加工機械製造業 3024-02 金属加工機械
2963 パルプ装置。製紙機械製造業 3029-09 その他の特殊産業機械2966 プラスチック加工種融・同付属装置製造業
社業会団法人日本産業機械工 2971 パンプ・同装置製造業 3019-01 ポンプ及び圧縮機
2972 空気圧縮機・ガス圧縮機・送風機製造業
2973 エレベー タ・エスカレー タ製造業
2974 荷役運搬設備製造業 3 0 1 2 0 1 運搬機械
2975 動力伝動装置製造業
2978 化学機械・同装置製造業 3022-01 化学機械
2979 その他の一般産業機械・装置製造業 3019 09 その他の一般産業機械及び装置
2981 事務用機械器具製造業 3 1 1 1 事務用機器
3 2 1 1 民生用電子機器
3 2 1 2 民生用電気機器
社会工，業団社会法団，人法社電人団子法日工本人業電日振本子興機事械協
3 3 1 1 電子計算機・向付属装置
3 3 2 1 通信機器
機械工業，社会団，社団法人日務本 30（中分類） 電気機械器具製造業 3 3 3 1 電子応用装置
電気工業会，通信機械工業 3 3 3 2 電気計測器
ftミ－ 
3 3 4 1 半導体素子・集積回路
3 3 5 9 電子部品
3 4 1 1 重電機器
3 4 2 1 その他の電気機器
3 5 1 1 0 1 乗用車
社団法人日本自動車工業会 3111 自動車製造業 3521-01 トラック・パスその他の自動車
3 5 3 1 -0 1 一輪自動車
社団法人自動車部品工業会 3113 自動車部分品・付属品製造業
3541 02 自動車内燃機関・阿部分品
3541-03 自動車部品
全国楽器協会 342（小分類） 楽器製造業 3919-01 楽器
社団法人日本スポー ツ用品工業協会 3434 運動用具製造業 3 9 1 1 0 2 運動用品
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使用データ一覧
手『Hタaー 業界団体名 DCM来 l PCE来2 TCE※3 U／~~ 量7年／社度排（t出） 目量標／出排t出｝ 1用1量年／度社使(ti 1出1量年／度社（排t) 7象年企業度数対研／生究産開高発 広生告産費高／ 家／生計産消高費 営／生業産余高剰 官生需産要高／ 輸産出高／生 事榎業｛人所）規 1額1年の増生減産 環書境発行報率告
1 日本毛整理協会，日本敏雄染色連合会 I 8.9 6.8 4.8 1.9 0.1 8 0.6096 0.0196 0.00首 0.1196 0.0096 0.00百 282 -34.896 0.00百
2 社団法人日本印刷産業連合会 55.3 42.8 30.0 41.4 29.7 6 0.0796 0.1596 1.13% 13.559幅 6.289‘ 0.2896 1143 2.59‘ I.BO嵩
3 社団法人日本印刷産業連合会 1 6.0 0.7 。 。 。 1 0.0796 0.159崎 1.1396 13.5596 6.289幅 0.2896 1,857 2.596 l.BO'l‘ 
4 社団法人日本印刷産業連合会 3.5 3.0 。 。 。 2 0.0796 0.159幅 1.139‘ 13.5596 6.2896 0.28百 1,714 2.596 I.BO胃
5 日本化学工業会 I 315.8 191.0 143.2 263.2 117.2 95 4.0996 0.196 0.0096 11.379‘ 0.0096 16.3296 5 13. 6~話 9.389‘ 
6 日本化学工業会 I 1272.7 25.5 17.9 1,000.0 12.3 22 4.0996 0.196 。.096 11.3796 。.096 16.329‘ 191 13.696 9.389‘ 
7 日本化学工業会 1 1227.3 7.7 5.5 863.6 5.7 22 4.099幅 0.196 0.00施 11.3796 。.096 16.3296 191 13.696 9.38指
8 日本ゴム履物協会 1 13.6 13.6 12.0 1.1 11.0 6 2.3696 0.6896 74.329幅 2.4496 。関96 1.4796 加。 44.796 0.00首
9 日本靴工業会 13.7 13.7 1.7 10.7 10.7 6 0.5696 0.5696 85.949幅 10.509‘ 1.749‘ 1.0596 196 -34.9国 0.0096 
10 日本光学硝子工業会 1 1.6 1.6 1.1 1.5 1.3 9 3.349‘ 0.189‘ 0.0096 9.8596 0.096 30.469‘ 400 11.9同 14.2996 
1 日本光学硝子工業会 1 0.4 0.3 0.1 0.4 0.2 9 3.349幅 0.18% 0.0096 9.85% 0.0096 30.46% 400 1ー1.9% 14.299幅
12 硝子繊維協会 1 61.6 59.6 53.6 86.4 73.5 5 4.0096 0.17% 0.0096 10.2196 0.02% 10.099‘ 275 2.896 0.096 
13 硝子儀雄協会 1 282.0 54.0 48.5 3.0 1.5 2 4.0096 0.1796 0.0096 10.2196 0.02拓 10.09百 500 2.896 。∞首
14 社団法人日本鉄鋼連盟(DCM：電気炉・熱閲圧延） 455.7 386.0 304.3 540.0 464.7 3 0.939‘ 0.179‘ 0.00% 1.509幅 0.0096 0.0696 500 5.2% 0.00施
15 社団法人日本鉄鋼連盟CPCE：電気炉） 1 31.0 31.0 21.5 28.0 25.5 2 0.92% 0.199‘ 0.0096 3.09% 4.62% 9.93% 750 9.7% 。009幅
16 社団法人日本鉄鋼連盟（TCE：電気炉・熱間圧延） 1 152.6 110.0 77.4 106.0 78.2 5 0.93% 0.179幅 0.00百 1叩% 0.00百 0.0古% 267 5.2% 0.00% 
17 線材製品協会 1 124.6 87.2 59.6 97.1 65.0 9 0.639‘ 0.2896 0.099幅 ι029‘ 6.97% 10.496 367 1ー.96 0.00% 
18 線材製品協会 38.8 33.8 23.6 24.6 24.2 5 0.639‘ 0.28% 0.09% 6.02渦 6.97% 10.4996 500 一1.96 O.O'l‘ 
19 全国鉛錫加工団体協議会 30.0 30.0 12.0 12.0 12.0 1 1.919幅 0.19届 o.o・国 2.57% 0.00% 1.76% 200 6.79幅 0.0096 
20 日本伸銅協会 1 91.9 85.0 38.8 55.0 46.3 8 0.5396 0.069‘ 0.00% 8.399‘ 0.41% 21ι396 500 1ー5.696 。00%
21 日本伸鏑協会 1 25.0 20.8 10.0 15.0 12.5 6 0.539‘ 0.0696 0.00耳 8.39% 0.4196 21.43% 667 -19.29‘ 。∞部
22 社団法人日本アルミニウム協会 1 222.4 191.2 182.4 247.4 226.6 0 0.72% 0.20% 1.85% 3.959‘ 0.91% 7.899‘ 786 41.49幅 1.80% 
23 社団法人日本アルミーウム協会 1 176.5 162.5 92.0 51.0 51.0 2 0.72% 0.2096 1.85国 3.959‘ 0.91% 7.89% 1,000 28.9% l.BO'l‘ 
24 社団法人日本アルミニウム協会 1 244.0 152.0 110.0 143.0 62.0 1 0.7296 o.2m幅 1.859陥 3.9596 0.91% 7.89% 1.500 ・22896 1.Bm地
25 社団法人日本電線工業会 1 14.3 10.8 5.4 3.5 3.1 16 4.696 0.3096 0.00% 7.849‘ 7.05% 11.84% 500 -18.1% 1.96% 
26 社団法人日本電線工業会 1 1.7 1.4 0.8 0.3 0.2 16 4.69% 0.30% 0.0096 7.849‘ 7.05同 11.84% 500 1ー8.1% 1.96% 
27 社団法人日本電線工業会 12.8 7.1 3.6 8.0 2.3 16 4.699‘ 0.3096 0.00% 7.84% 7.05% 11.849‘ 500 -18.1% 1.969‘ 
28 社団法人新金属協会(DCM：その他） 1 46.4 31.8 24.0 14.0 9.0 1 1.0496 0.21% 0.00覧 6.45% 0.62% 12.769幅 450 17.596 0.00% 
29 社団法人新金属協会（TCE：筏蛾料〕 0.5 0.4 。 0.1 。 2 0.90% 。00% 0.0096 1.55% 0.00喝 0.01% 500 -15.6% 0.0096 
30 日本金属洋食器工業組合 1 7.9 7.9 7.1 6.1 6.1 33 0.58% 0.396 8.47% 5.39% 14.10% 11.2296 18 -27.196 。00%
31 軽金属製品協会 1 17.0 15.7 6.3 34.7 20.7 3 0.5896 0.33% 4.19% 5.399‘ 0.92泊 0.31拓 500 0.9% 2.40% 
32 軽金属製品協会 114.3 114.3 69.0 63.7 63.7 3 0.589幅 0.39幅 4.19% 5.3996 0.92% 0.319幅 500 0.9% 2.40% 
33 日本金属ハウスウェアー工業組合 12.6 12.6 11.3 10.8 10.8 46 0.58% 0.39陥 4.19% 5.39% 0.9296 0.31% 140 -9.7% 0.0096 
34 全国鍍金鉱業組合連合会 12.3 11.6 8.7 8.8 8.0 54 0.5896 0.396 4.19% 5.396 0.929弘 0.3196 88 一12.59‘0.009幅
35 全国鍍金鉱業組合連合会 1 8.6 7.9 6.0 6.4 5.8 179 0.5896 0.396 8.4796 5.39% 14.10鳴 11.2296 42 一12.5% 0.0096 
36 日本金属熱処理協会 1 14.2 9.8 7.3 5.9 2.3 10 0.58% 0.39‘ 8.4796 5.3996 14.10% 11.2296 125 -8.196 0.00% 
37 日本金属熱処理協会 25.9 18.0 13.5 16.3 10.5 83 0.58% 0.39幅 8.479幅 5.3996 14.1096 11.2296 41 -8.196 0.00% 
38 社団法人日本産業積擁工業会 10.1 6.4 5.1 9.5 6.4 17 1.93% 0.4196 0.0996 8.20% 5.589略 20.5496 1.320 一19.696 2.549幅
39 社団法人日本産業機械工業会 1 5.8 2.9 2.0 5.4 2.8 9 1.939‘ 0.4796 0.09% 8.20耳 5.58% 20.5496 1.640 1ー9.6% 2.5496 
40 社団法人日本産業機械工業会 22.3 19.3 10.6 14.9 12.1 8 1.93% 0.479‘ 0.0996 8.2096 5.58% 20.549幅 1.680 一19.696 2.549‘ 
41 社日団本法事人輯電量揖子工工重童量会興，社協団会法．社人団日法本人電気日本E電童会子檀1通植信工酷葉櫨会主，社主団主法人 I 16.4 10.3 5.2 13.J 9.0 241 6.149陥 0.919幅 11.799幅 6.2296 5.0896 25.62目見 960 1.7% 12.579‘ 
42 社日団本法事人輯電檀幡子工工業業握会興，社協団会法ー社人団日法本人電気日本工草童子会檀，通揖信工檀葉揖会工・！！重団量法人 I 16.苫 6.4 4.2 4.8 2.5 32 6.149‘ 0.9196 11.7996 6.22% 5.089弘 25.6296 1.853 1.7% 12.5796 
43 社日本団事法高人檀電揖子工工葉童画会，興社協団会法，社人団日本法電人気日工本電業主子，世通械信工瞳業惜会工，業社主団法人 22.9 10.7 3.7 6.9 3.1 102 6.14% 0.919‘ 11.799‘ 6.2296 5.089崎 25.62% 1532 1.7% 12.5796 
44 社団法人日本自動車工業会 1 51.5 37.7 18.8 14.4 9.2 13 3.30% 0.6596 38.1896 3.65% 0.839‘ 32.7396 1.606 2.3% 53.85% 
45 社団法人日本自動車工業会 I 2.1 1.5 。 。 。 13 3.3m話 0.6596 38.18% 3.659‘ 0.839‘ 32.73% 1.606 2.396 53.85% 
46 社団法人日本自動車工業会 1 5.4 4.8 。 。 。 13 3.3096 0.65% 38.18% 3.6596 0.83% 32.73% 1,606 2.39‘ 53.85% 
47 社団法人自動車部品工業会 I 71.7 53.1 20.3 39.2 29.1 69 3.20% 0.379‘ 0.03% 2.54% 0.00% 13.679‘ 965 2.3% 2.5696 
48 社団法人自動車部品工業会 I 12.5 10.8 1.5 1.8 1.2 JO 3.209‘ 0.379‘ 0.03% 2.549‘ 0.00% 13.6796 1,833 2.396 2.56% 
49 社団法人自動車部品工業会 36.2 22.4 7.1 10.5 5.6 21 3.209幅 0.3796 。』39‘2.549‘ 0.0096 13.679‘ 1650 2.39‘ 2.5696 
50 全国楽器協会 4.6 2.4 。 0.1 0.1 2 2.3696 4.596 24.9296 2.0396 14.15% 25.27首 500 -4.39届 0.00首
51 全国楽器協会 I 1.3 1.0 0.5 1.1 0.8 3 2.369‘ 4.596 24.9296 2.0396 14.15覧 25.27首 433 -4.396 0.0096 
52 社団法人日本スポーツ用品工業協会 I 180.8 29.8 25.2 16.8 11.3 3 2.51% 4.0196 57.829‘ 7.489‘ 3.5896 7.4096 667 -6.96 0.00弛
53 社団法人日本スポ ツ用品工業協会 I 10.0 0.3 0.1 7.0 0.1 2 2.5196 4.0196 57.829幅 7.4896 3.5896 7.4096 833 -6.9‘ 0.0096 
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来3 TCEは， トリクロロエチレンのデータには 1斑2 PCEは，テトラクロロエチレンのデータには‘r来 l DCMは，ジクロロメタンのデータには‘l’
